
証券コード8554

目 次

第118期定時株主総会招集ご通知

議決権の行使方法のご案内

議決権行使書のご記入方法について

株主総会参考書類

事業報告

連結計算書類

計算書類

監査報告書

第118期
定時株主総会
招集ご通知

お土産の提供をとりやめさせていただいてお
ります。
何とぞご理解をくださいますようお願い申し
上げます。

日時 2026年６月25日（木曜日）
午前10時

場所
鹿児島市山下町１番１号
当行本店４階

会社法の改正に伴い、2022年9月1日に電子
提供制度が導入されましたが、当行は株主の
皆さまへの情報提供を重視し、書面交付請
求の有無にかかわらず、従来どおり、株主
総会資料等を書面で送付することとしてお
ります。
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証券コード 8554
2026年6月４日

（電子提供措置の開始日2026年６月３日）
株 主 各 位

鹿 児 島 市 山 下 町 １ 番 １ 号
株式会社

取締役頭取 田 中 暁 爾

第118期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当行第118期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネ

ット上のウェブサイトに「第118期定時株主総会招集ご通知」として電
子提供措置事項を掲載しておりますので、以下の当行ウェブサイトにア
クセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

当行ウェブサイト
https://nangin.jp/ir/cat3267/post_8.html

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、福岡証券取引所のウ
ェブサイトにも掲載しております。以下の福岡証券取引所のウェブサイ
トにアクセスして、当行名又は証券コードを入力・検索し、「詳細情報」
を選択のうえ、「株主総会招集通知」欄からご覧ください。

福岡証券取引所ウェブサイト
https://www.fse.or.jp/listed/search.php/

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙
に賛否をご表示いただき、2026年6月24日（水曜日）午後5時までに到着するよ
う折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
１. 日 時 2026年6月25日（木曜日）午前10時
２. 場 所 鹿児島市山下町１番１号 当行本店４階
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第118期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及
び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第118期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役11名選任の件
第３号議案 監査役 １名選任の件

以 上
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

◎ 本株主総会におきましては書面交付請求の有無に関わらず、一律に電子提供措置事項を記載
した書面を送付しております。ただし、電子提供措置事項のうち、法令及び当行定款第16条の
規定に基づき、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」は、記載してお
りません。したがいまして、当該書面は、会計監査人が会計監査報告書を作成するに際して監
査をした連結計算書類及び計算書類の一部であり、監査役が監査報告書を作成するに際して監
査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。

【株主総会の運営について】
株主総会の運営にあたり以下の対応を予定いたしております。あらかじめご了承くださいま

すようお願い申しあげます。

◎ 当日当行役職員は、地球温暖化防止の一環として軽装（エコスタイル）でご対応させていた
だきます。株主さまにおかれましても軽装にてご出席くださいますようお願い申しあげます。

◎ 今後、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は当行ウェブサイト（https://nangin.jp)
へ掲載させていただきます。
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下記のいずれかの方法により議決権の行使をお願いします。

１ 株主総会に出席する場合

株主総会開催日時

2026年６月25日（木曜日）午前10時

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

２ 議決権行使書を郵送する場合

行使期限

2026年６月24日（水曜日）午後５時到着分まで

同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示のうえ、
2026年６月24日（水曜日）午後5時までに到着するようご返送
ください。

▶▶ 次頁をご覧ください。
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議決権行使書のご記入方法について

議決権行使書のご記入方法

第２号議案について
全 員 賛 成 の 場 合 →賛 に○印
全 員 反 対 の 場 合 →否 に○印
一部候補者に反対の場合 →賛 に○印をし、反対する候補者番号を空欄に記入

こちらに各議案の賛否を
ご記入ください。

本株主総会の議案を「株主総会参考書類」に記載しておりますの
で、ご検討のうえ、議決権の行使をお願い申しあげます。

第１号議案・第３号議案について
第１号議案および第３号議案に賛成される場合には、該当議案
の賛否表示欄の「賛」の欄に○印を、異なる意思をご表示され
る場合は「否」の欄に○印をご表示願います。

第２号議案について
第２号議案につきましては、候補者全員に賛成される場合には
議案の賛否表示欄の「賛」の欄に○印を、候補者全員に異なる
意思をご表示される場合には、「否」の欄に○印をご表示願い
ます。
一部の候補者につき異なる意思を表示される場合には、「賛」
の欄に○印をご表示されたうえ、「株主総会参考書類」に記載
の該当候補者の番号をご記入ください。

なお、各議案につき賛否のご表示をされない場合は、賛成の意思
表示をされたものとして取り扱うこととさせていただきます。
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
期末配当につきましては、当事業年度の業績、今後の事業展開並びに内部留保の状況等を

総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当行普通株式 1株につき金 50円00銭 総額 377,345,300円
当行Ｂ種優先株式 1株につき金 175円00銭 総額 148,750,000円
なお、この場合の配当合計額は526,095,300円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生ずる日
2026年６月26日（金）といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
剰余金の処分につきましては、経営の健全な発展を期し、今後の経営環境を勘案して財務

体質の強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存じます。
（1）増加する剰余金の項目及びその額

利益準備金 105,219,060円
（2）減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 105,219,060円
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第２号議案 取締役11名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員（９名）は任期満了となりますので、今回経

営体制の強化を図るため２名増員することとし、取締役11名の選任をお願いいたしたいと存じ
ます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名 当行における地位・担当
(2026年４月現在)

① た なか きょう じ

田 中 暁 爾 再 任 取締役頭取 (代表取締役)

② しょう の かず ひろ

正 野 和 広 再 任 専務取締役 (代表取締役)

③ いわ した ゆき とし

岩 下 幸 利 再 任 常務取締役

④ おお やま あき ほ

大 山 聡 穂 再 任 取締役

⑤ ふる ぞの まさ ひこ

古 園 雅 彦 再 任 取締役営業統括部長

⑥ うえ の たか ふみ

上 野 貴 史 新 任
執行役員本店営業部長兼
天文館支店長

⑦ あり しま かず ひろ

有 島 一 寛 新 任 執行役員融資部長

⑧ は せ だい し

長 谷 大 士 新 任 執行役員地域成長支援部長

⑨ さか せ がわ なお ふみ

逆瀬川 尚 文 再 任 社 外 取締役

⑩ やま がた ゆ み こ

山 縣 由美子 再 任 社 外 取締役

⑪ とう じょう ひろ みつ

東 條 広 光 新 任 社 外
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当行株式の種類および数

①

再 任
た なか きょう じ

田 中 暁 爾
(1966年６月19日生)

1990年４月 当行入行
2007年４月 当行総合企画部リスク統括グ

ループ調査役
2009年４月 当行総合企画部企画課長
2011年11月 当行本店営業部融資課長
2013年２月 当行荒田支店長
2014年７月 当行経営企画部部長代理
2018年２月 当行経営企画部副部長
2019年６月 当行総合企画部長
2020年６月 当行執行役員総合企画部長
2021年６月 当行取締役総合企画部長
2022年11月 当行常務取締役総合企画部長
2023年４月 当行常務取締役
2023年６月 当行取締役頭取(代表取締役)

現在に至る
重要な兼職の状況
事業組合システムバンキング九州共同センタ
ー理事

普通株式
13,200株

取締役候補者とした理由
現当行取締役頭取を歴任し、銀行経営に関する豊富な経験と幅広い知見を有してお

ります。その高い能力や見識を当行取締役会において活かすことにより、取締役会の
意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、取締役候補者としました。

②

再 任
しょう の かず ひろ

正 野 和 広
(1962年６月８日生)

1985年４月 当行入行
2002年10月 当行東谷山支店長
2005年10月 当行鴨池支店長
2007年７月 当行鹿屋支店長兼笠之原支店

長兼大隅ブロック長
2009年２月 当行本店営業部部長代理
2010年６月 当行営業統括部次長
2011年２月 当行営業統括部支店支援室長
2012年６月 当行執行役員営業統括部支店

支援室長
2013年６月 当行執行役員卸本町支店長
2014年６月 当行取締役本店営業部長
2016年６月 当行取締役営業統括部長
2019年６月 当行常務取締役営業本部長
2020年６月 当行常務取締役
2023年６月 当行専務取締役
2024年６月 当行専務取締役(代表取締役)

現在に至る

普通株式
17,600株

取締役候補者とした理由
現当行専務取締役(リテール事業部 担当)を歴任し、その豊富な経験や知見を当行取

締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化
が期待できるため、取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当行株式の種類および数

③

再 任
いわ した ゆき とし

岩 下 幸 利
(1967年８月８日生)

1986年４月 当行入行
2007年２月 当行本店営業部渉外課課長
2007年10月 当行東谷山支店長
2011年２月 当行八代支店長
2012年３月 当行営業統括部主任調査役
2014年４月 当行営業統括部統括調査役
2015年２月 当行営業統括部支店支援室室

長代理
2017年７月 当行卸本町支店長
2020年６月 当行執行役員本店営業部長
2021年11月 当行執行役員本店営業部長兼

天文館支店長
2023年４月 当行執行役員融資部長
2023年 6 月 当行取締役融資部長
2024年４月 当行取締役
2025年 6 月 当行常務取締役

現在に至る

普通株式
9,300株

取締役候補者とした理由
現当行常務取締役(コンプライアンス統括部、融資部、市場営業部 担当)を歴任し、

その豊富な経験や知見を当行取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決
定機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、取締役候補者としました。

④

再 任
おお やま あき ほ

大 山 聡 穂
(1969年８月２日生)

1992年４月 当行入行
2010年10月 当行喜入支店長
2012年７月 当行垂水支店長
2015年２月 当行種子島支店長
2017年７月 当行天文館支店長兼城南支店長
2019年７月 当行加世田支店長兼加世田ブ

ロック長
2021年４月 当行融資部部長代理
2022年４月 当行ローン事業部長
2023年10月 当行執行役員ローン事業部長
2024年 4 月 当行執行役員人事総務部長
2024年 6 月 当行取締役人事総務部長
2025年 4 月 当行取締役

現在に至る

普通株式
5,900株

取締役候補者とした理由
現当行取締役(人事総務部、事務システム部 担当)を歴任し、その豊富な経験や知見

を当行取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実
効性強化が期待できるため、取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当行株式の種類および数

⑤

再 任
ふる ぞの まさ ひこ

古 園 雅 彦
(1971年１月23日生)

1993年４月 当行入行
2011年２月 当行出水支店長
2012年10月 当行鴨池支店長
2016年４月 当行国分支店長兼姶良ブロッ

ク長
2019年７月 当行中央支店長兼鹿児島市内

第一ブロック長
2021年４月 当行市場営業部長
2023年４月 当行執行役員本店営業部長兼

天文館支店長
2024年４月 当行執行役員総合企画部長
2025年４月 当行執行役員営業統括部長
2025年 6 月 当行取締役営業統括部長

現在に至る

普通株式
4,400株

取締役候補者とした理由
現当行取締役営業統括部長を歴任し、その豊富な経験や知見を当行取締役会におい

て活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できる
ため、取締役候補者としました。

⑥

新 任
うえ の たか ふみ

上 野 貴 史
(1973年１月18日生)

1995年４月 当行入行
2011年２月 当行加治木支店長
2013年２月 当行東谷山支店長
2015年７月 当行経営企画部経営計画推進

室統括調査役
2018年１月 当行事務統括部次期システム

移行推進室室長代理
2019年４月 当行事務統括部システム戦略

室室長代理
2020年６月 当行システム統括部部長代理
2021年12月 当行総合企画部業務改革室長
2022年６月 当行システム統括部長
2023年４月 当行執行役員システム統括部

長
2024年４月 当行執行役員融資部長
2026年４月 当行執行役員本店営業部長兼

天文館支店長
現在に至る

普通株式
100株

取締役候補者とした理由
当行執行役員融資部長・現当行執行役員本店営業部長兼天文館支店長を歴任し、そ

の豊富な経験や知見を当行取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定
機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当行株式の種類および数

⑦

新 任
あり しま かず ひろ

有 島 一 寛
(1972年11月18日生)

1996年４月 当行入行
2017年２月 当行阿久根支店長
2019年７月 当行営業本部WIN-WINネッ

ト業務部法人推進グループ上
席調査役

2020年６月 当行営業統括部営業推進企画
グループ統括調査役

2021年４月 当行営業統括部部長代理
2022年４月 当行卸本町支店長
2023年４月 当行執行役員総合企画部長
2024年４月 当行執行役員本店営業部長兼

天文館支店長
2026年４月 当行執行役員融資部長

現在に至る

普通株式
1,000株

取締役候補者とした理由
当行執行役員本店営業部長兼天文館支店長・現当行執行役員融資部長を歴任し、そ

の豊富な経験や知見を当行取締役会において活かすことにより、取締役会の意思決定
機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、取締役候補者としました。

⑧

新 任
は せ だい し

長 谷 大 士
(1973年５月１日生)

1996年４月 当行入行
2011年７月 当行吉野支店長兼花棚支店長
2013年７月 当行伊敷支店長
2016年10月 当行営業統括部営業企画グル

ープ統括調査役
2019年６月 当行営業本部WIN-WINネッ

ト業務部法人戦略グループ統
括調査役

2020年６月 当行営業統括部地域活性化推
進グループ統括調査役

2021年４月 当行脇田支店長兼鹿児島市内
第二ブロック長

2023年４月 当行執行役員営業統括部長
2025年４月 当行執行役員人事総務部長兼

人材開発室長
2026年４月 当行執行役員地域成長支援部

長
現在に至る

―

取締役候補者とした理由
当行執行役員人事総務部長兼人材開発室長・現当行執行役員地域成長支援部長を歴

任し、その豊富な経験や知見を当行取締役会において活かすことにより、取締役会の
意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当行株式の種類および数

⑨

再 任 社 外
さかせがわ なお ふみ

逆瀬川 尚 文
(1951年12月８日生)

1975年４月 株式会社南日本新聞社入社
1989年４月 同社阿久根支局長
1998年４月 同社政経部長
2003年４月 同社広告局次長
2004年１月 同社制作局長
2006年１月 同社編集局長
2007年12月 同社常務取締役
2008年12月 同社代表取締役社長
2017年12月 同社代表取締役社長退任
2019年６月 当行監査役
2023年６月 当行監査役退任
2023年６月 当行取締役

現在に至る

―

社外取締役候補者とした理由および期待される役割
株式会社南日本新聞社の要職を歴任され、経営者としての豊富な経験と高い見識を

有していることから、その豊富な経験や知見を当行取締役会において活かすことによ
り、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、社外取締役
としての職務を適切に遂行していただけるものと判断して取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当行株式の種類および数

⑩

再 任 社 外
やま がた ゆ み こ

山 縣 由美子
(1959年 3 月19日生)

1981年４月 株式会社南日本放送入社（ア
ナウンサー）

1989年 3 月 株式会社南日本放送退社
1989年10月 ＮＨＫ福岡放送局入局（キャ

スター）
1991年 3 月 ＮＨＫ福岡放送局退局
1991年４月 株式会社福岡放送入社（キャ

スター）
1994年 3 月 株式会社福岡放送退社
1997年 4 月 株式会社南日本放送入社（キ

ャスター）
2014年 8 月 株式会社南日本放送退社
2014年10月 国立大学法人九州大学理事就

任
2020年 9 月 国立大学法人九州大学退職
2022年 4 月 公立大学法人福岡女子大学経

営協議会委員（現職）
2022年 9 月 公立大学法人福岡女子大学講

師
2024年 4 月 中村学園大学講師
2024年６月 当行取締役

現在に至る

―

社外取締役候補者とした理由および期待される役割
株式会社南日本放送のキャスターとして培われた経験に加え、国立大学法人九州大

学の理事を務めるなど、その豊富な経験や知見を当行取締役会において活かすことに
より、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、社外取締
役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断して取締役候補者としました。
なお、同氏は、直接会社経営に関与した経験はありませんが、上記理由により社外取
締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当行株式の種類および数

⑪

新 任 社 外
とう じょう ひろ みつ

東 條 広 光
(1957年８月31日生)

1980年９月 鹿児島県庁入庁
2009年４月 鹿児島県庁総務部市町村課長
2011年４月 鹿児島県庁議会事務局議事課

長
2012年４月 鹿児島県庁環境林務部次長
2014年４月 鹿児島県庁議会事務局長
2016年４月 鹿児島県庁環境林務部長
2017年４月 鹿児島県庁企画部長
2018年３月 鹿児島県庁定年退職
2018年４月 鹿児島県教育長就任
2023年３月 鹿児島県教育長退任
2023年４月 鹿児島県立図書館長就任
2026年３月 鹿児島県立図書館長退任

現在に至る

―

社外取締役候補者とした理由および期待される役割
鹿児島県庁で総務、議会、環境、企画など幅広い分野の要職を歴任し、豊富な行政

経験と高い見識を有しております。
また、県教育長や県立図書館長も務められ、教育分野でも優れた実績を持ち、人格、

見識ともに優れております。その豊富な経験や知見を当行取締役会において活かすこ
とにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、社外
取締役候補者としました。なお、同氏は、直接会社経営に関与した経験はありません
が、上記理由により社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断
しております。

注 1. 各候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。
2. 逆瀬川尚文氏、山縣由美子氏、東條広光氏は社外取締役候補者であります。
3. 逆瀬川尚文氏、山縣由美子氏は現任の社外取締役であり、両氏の社外取締役の就任期間
は、本定時株主総会終結の時をもって逆瀬川尚文氏が３年、山縣由美子氏が２年となりま
す。東條広光氏は新任の社外取締役候補者であります。
4. 当行は、逆瀬川尚文氏、山縣由美子氏との間で、会社法第423条第1項に関する責任に
ついて、責任限度額を同法第425条第1項が定める額とする責任限定契約を締結してお
り、両氏の選任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。また、東條広光
氏の選任が承認された場合、当行は同氏との間で、同様の責任限定契約を締結する予定で
あります。
5. 当行は、逆瀬川尚文氏、山縣由美子氏を福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として
同取引所に届け出ており、両氏の選任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定で
あります。また、東條広光氏の選任が承認された場合、同氏を独立役員として新たに届け
出る予定であります。
6. 当行は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、取締役がその地位に基づ
いて行った行為に起因して損害賠償請求された場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用を
補償することとしております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることにな
ります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 監査役１名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって、監査役與倉昭治氏は任期満了となりますので、監査役１

名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（生年月日）

略歴、地位および
重要な兼職の状況

所 有 す る
当行株式の種類および数

再 任 社 外
よ くら しょう じ

與 倉 昭 治
(1953年11月４日生)

1985年７月 鹿児島大学工学部講師
1991年10月 鹿児島大学教養部助教授
1997年６月 鹿児島大学理学部教授
2008年10月 鹿児島大学学長補佐
2009年４月 鹿児島大学大学院理工学研究科教授
2011年４月 鹿児島大学理学部副学部長
2013年４月 鹿児島大学理学部長・理工学研究科副

研究科長
2019年３月 鹿児島大学退職
2019年４月 鹿児島大学名誉教授
2022年 6 月 当行監査役

現在に至る

―

社外監査役候補者とした理由
長年鹿児島大学教授として勤務され、大学教授としての経験と高い見識を有していることか

ら、当行取締役の業務執行等の適法性について客観的・中立的な監査を適切に行っていただけ
るものと判断し、社外監査役候補者としました。
なお、同氏は会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役

としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。
注 1. 候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。
2. 與倉昭治氏は社外監査役候補者であります。
3. 與倉昭治氏は現任の社外監査役であり、同氏の社外監査役の就任期間は、本定時株主総
会終結の時をもって4年となります。
4. 当行は、與倉昭治氏との間で、会社法第423条第１項に関する責任について、責任限度
額を同法第425条第１項が定める額とする責任限定契約を締結しており、同氏の選任が承
認された場合、当該契約を継続する予定であります。
5. 当行は、與倉昭治氏を福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出
ており、同氏の選任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定であります。
6. 当行は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、監査役がその地位に基づ
いて行った行為に起因して損害賠償請求された場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用を
補償することとしております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることにな
ります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

以 上
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事 業 報 告
(20252026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

１．当行の現況に関する事項
（1）企業集団の事業の経過及び成果等
【金融経済環境】

当連結会計年度におけるわが国経済は、株式市場の堅調な推移等を背景に、緩やかな回
復基調で推移しています。一方で、中東情勢をはじめとする地政学リスクの高まりを背景
に原油価格が上昇するなど、エネルギー価格や物流コストへの影響が懸念されており、事
業環境は引き続き不透明な状況が続いております。
鹿児島県経済におきましても、クルーズ船寄港による団体客の増加等を背景に、観光・

宿泊関連において、持ち直しの動きがみられるものの、今後の賃上げの動向や原油価格上
昇等による物価の動きなどに、引き続き注意が必要な状況にあります。

【事業の経過及び成果】
このような環境のもと、私ども南日本銀行グループは、「“つながり” の強さで、地域の

輝く未来をつくる」というパーパスのもと、取引先事業者に対して迅速な資金繰り支援を
行うとともに、WIN-WINネット業務（新販路開拓支援業務）による本業支援及び経営改
善支援等に取組んでまいりました。また、コーポレートメッセージに「話せるところ 頼
れるところ」を掲げており、これまで以上に事業者及び個人のお客さまにしっかりと寄り
添うことで、地域経済の回復・活性化に貢献できるよう取組んでまいります。

なお、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。
＜預 金＞
預金の残高は、前連結会計年度末に比べ312億円増加し、8,071億円となりました。

＜貸出金＞
貸出金の残高は、前連結会計年度末に比べ236億円増加し、6,156億円となりました。
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＜有価証券＞
有価証券の残高は、前連結会計年度末に比べ33億円減少し、865億円となりました。

＜損 益＞
当連結会計年度の経常収益は、貸出金利息や有価証券利息配当金及び預け金利息の増加

等により、前連結会計年度に比べ6億24百万円増加し、171億41百万円となりました。
また、経常費用は、与信関係費用は減少したものの、預金利息や経費が増加したこと等

により、前連結会計年度に比べ、4億51百万円増加し、142億18百万円となりました。
この結果、経常利益は、前連結会計年度に比べ1億73百万円増加し、29億22百万円と

なり、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比べ6億12百万円増加し、
28億円となりました。
＜自己資本＞
2026年1月に、資本効率の向上を通じて株主利益の向上を図るため、自己株式の取得を

行いました。
今後も、収益力強化に向けて資本を効率的に活用し、企業価値の向上に向けた取組みを

進めてまいります。
＜金融サービス＞
当行は、中小規模事業者向け専門の金融機関として、ファイナンス支援だけでなく、顧

客価値の高い本業支援や経営改善・事業再生支援の提供に特化することが、地域において
目指すべき役割であると認識し、お取引先の販路開拓を支援するWIN-WINネット業務等
に取組んでおります。
また、当行100％出資による投資専門子会社「株式会社なんぎんキャピタル」では、鹿

児島県経済に寄与する技術やサービスを有するスタートアップ企業を支援する「なんぎん
地域未来応援ファンド」において、2025年度に4先の投資実行を行いました。今後も、地
方創生を目的に、地元中小企業・事業者や地域の将来を担う起業家に対して支援してまい
ります。
さらに、鹿児島県内に本店を置く当行、鹿児島銀行、鹿児島相互信用金庫、鹿児島信用

金庫は、2026年２月より、相続手続きにおいてお客さまが提出する依頼書の様式を一部
共通化し、高齢化社会の進展に伴う地域課題の解決に取組んでおります。
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＜店舗関係＞
2025年10月、お客さまの更なる利便性向上を目的として、昼時間休業を導入していた

鹿児島市内の３店舗を、通常営業へ見直しました。引き続き、地域の特性・動向に合わせ
て、店舗機能・運営体制を柔軟に見直すことで、お客さまのニーズに沿った店舗ネットワ
ークを構築し、従来以上にきめ細やかなサービスを提供してまいります。

【対処すべき課題】
人口の減少や人手不足の進行、物価上昇、デジタル化の進展など、地域を取り巻く環境

は大きく変化しています。地域課題はこれまで以上に複雑化・多様化しており、地域金融
機関には金融サービスの提供にとどまらず、地域課題の解決や地域企業の価値向上支援等
を通じて、地域経済の持続的な発展を支えていく役割が求められています。
こうした中、当行では、2026年４月から第２次中期経営計画がスタートしています。

当行グループは、第１次中期経営計画を「変革ステージ」と位置づけ、人事諸制度改革や
意識の変革に取組んできました。第２次中期経営計画は、その成果を土台として次の段階
へ進む「成長フェーズ」と位置づける３年間です。
本計画において、成長に向けたコア戦略として掲げるのは、人材育成の強化（人材戦

略）、ＤＸの推進（ＤＸ戦略）、そして、それらを通じた「なんぎんファン」の創出（パー
トナーシップ戦略）を掲げています。行員一人ひとりの挑戦と成長のもと、データを活用
して行動する銀行へと進化し、地域の成長を力強く支え続ける金融機関を目指してまいり
ます。
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（2）企業集団及び当行の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（単位：百万円）
2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

経 常 収 益 14,651 14,565 16,517 17,141
経 常 利 益 1,883 2,035 2,749 2,922
親会社株主に帰属する当期純利益 1,532 1,613 2,188 2,800
包 括 利 益 784 4,070 △231 4,338
純 資 産 額 37,872 41,494 40,763 44,444
総 資 産 850,771 827,483 830,086 865,370
注 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

② 当行の財産及び損益の状況
（単位：百万円）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
預 金 777,213 776,776 776,149 807,291

定 期 性 預 金 364,335 342,707 339,127 365,268
そ の 他 412,878 434,068 437,021 442,023

貸 出 金 578,877 583,501 592,299 615,889
個 人 向 け 155,419 150,854 147,492 151,451
中 小 企 業 向 け 387,352 395,769 396,167 402,046
そ の 他 36,105 36,877 48,639 62,361

商 品 有 価 証 券 0 − − −
有 価 証 券 80,394 84,666 89,938 86,577

国 債 17,665 19,538 28,866 28,245
そ の 他 62,728 65,128 61,071 58,332

総 資 産 848,981 825,761 828,386 862,956
内 国 為 替 取 扱 高 2,471,259 2,578,761 2,721,909 2,840,088

百万ドル 百万ドル 百万ドル 百万ドル
外 国 為 替 取 扱 高 9 4 2 0

経 常 利 益 1,900 1,995 2,713 2,890
当 期 純 利 益 1,549 1,575 2,153 2,770

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
1 株 当 た り 当 期 純 利 益 162 74 179 01 256 22 340 10

注 1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
2. 1株当たり当期純利益は、当期純利益から当期優先株式配当金総額を控除した金額を自己株式数を控除
した期中の平均発行済普通株式数で除し、単位未満を四捨五入して算出しております。
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（3）企業集団及び当行の使用人の状況
① 企業集団の使用人の状況
事 業 者 名 当 年 度 末

株 式 会 社 南 日 本 銀 行 614人
南九州サービス株式会社 0人
なんぎんリース株式会社 1人
株式会社なんぎんキャピタル 0人
合 計 615人

注 1. 使用人数には、臨時雇員及び嘱託は含まれておりません。
2. 南九州サービス㈱、なんぎんリース㈱、㈱なんぎんキャピタルの使用人には、㈱南日本銀行からの出
向者は含まれておりません。

② 当行の使用人の状況
当 年 度 末

使 用 人 数 614人
平 均 年 齢 38年 4月
平 均 勤 続 年 数 14年11月
平 均 給 与 月 額 425千円

注 1. 使用人数には、臨時雇員及び嘱託は含まれておりません。
2. 平均年齢、平均勤続年数及び平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。
3. 平均給与月額は、賞与を除く3月中の平均給与月額であります。
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（4）営業所等の状況
① 営業所数

当 年 度 末
うち出張所

鹿 児 島 県 55店 （3）
宮 崎 県 2 （―）
熊 本 県 4 （―）
福 岡 県 2 （―）
東 京 都 1 （―）
合 計 64 （3）

注 1. 上記のほか、当年度末において、店舗外現金自動預払機を62カ所設置しております。
2. 店舗内店舗方式での店舗統合による実質店舗数は59カ店であります。

② 当年度新設営業所
当年度における営業所の新設はありません。

（5）企業集団の設備投資の状況
① 設備投資の総額

（単位：百万円）
設備投資の総額 671

② 重要な設備の新設等
（単位：百万円）

内 容 金 額
新システム・ソフトウェア関係 287

事務機器・ＡＴＭ関係 288
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（6）重要な子会社等の状況
① 重要な子会社等の状況

会 社 名 所 在 地 主要業務内容 資本金
当行が有する
子会社等の
議決権比率

なんぎんリース株式会社 鹿児島市中央町26番18号 リース業務
百万円
70

％
98

株式会社なんぎんキャピタル 鹿児島山下町１番１号
（南日本銀行本店内）

投資事業組合及
び投資事業有限
責任組合の財産
の運営、管理等

10 100

南九州サービス株式会社 鹿児島市泉町2番3号4Ｆ 現金等輸送業務 10 50

注 1. 資本金は、単位未満を切り捨てて表示しております。
2. 当期の連結経常収益は171億41百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は28億円であります。

② 重要な業務提携の概況
イ．第二地銀協地銀35行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しの

サービス（略称SCS）を行っております。

ロ．第二地銀協地銀35行、都市銀行5行、信託銀行3行、地方銀行61行、信用金庫255金
庫（信金中央金庫を含む）、信用組合139組合（全信組連を含む）、系統農協・信漁連
540（農林中金、信連を含む）、労働金庫14金庫（労金連を含む）との提携により、
現金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービス（略称MICS）を行ってお
ります。

ハ．第二地銀協地銀35行の提携により、通信回線を利用したデータ伝送の方法による取引
先企業との間の総合振込等のデータの授受のサービス及び入出金取引明細等のマルチ
バンクレポートサービス（略称SDS）を行っております。

ニ．ゆうちょ銀行との提携により、CAFIS接続方式で現金自動設備の相互利用による現金
自動引出し・入金のサービスを行っております。

ホ．九州地区第二地銀７行で勘定系及び対外系システム等オンラインシステムを共同利用
しております。
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ヘ．セブン銀行との提携により、セブン銀行設置の現金自動設備による現金自動引出し・
入金等のサービスを行っております。

ト．豊和銀行及び宮崎太陽銀行と、お取引先事業者の販路開拓支援分野における業務提携
を行っております。また、各行の事業継続体制の強化を図るため、「災害時における
相互協力に関する協定」を締結しております。

チ．奄美大島信用金庫及び鹿児島銀行と、離島地域における金融機能の維持を目的とし
て、「災害時における相互協力に関する協定」を締結しております。また、日本政策
金融公庫の鹿児島県内３支店と、危機事象の発生時においても地域の事業者に対し切
れ目のない金融サービスの提供を行うことを目的として、「危機事象発生における業
務連携に関する覚書」を締結しております。

リ．鹿児島銀行が展開している “Ｐａｙどん” を活用したキャッシュレス事業に、当行な
らびに鹿児島相互信用金庫、鹿児島信用金庫が共同で参加しております。４行庫が連
携することで、キャッシュレスの一段の普及とともに地域内における資金循環を促進
し、地域の更なる経済活性化に取組んでまいります。

ヌ．当行及び鹿児島銀行、鹿児島相互信用金庫、鹿児島信用金庫の４行庫で、相続手続き
のお客さまのご負担を軽減することを目的として、相続手続書類の様式・記入内容を
一部共通化しております。
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２．会社役員（取締役、監査役）に関する事項
（1）会社役員の状況（2025年度末現在）

氏 名 地位及び担当 重要な兼職 そ の 他

田 中 暁 爾 取締役頭取(代表取締役)
事業組合システム
バンキング九州共
同センター理事

正 野 和 広 専務取締役(代表取締役)

吉 留 昌 彦 常 務 取 締 役

岩 下 幸 利 常 務 取 締 役

大 山 聡 穂 取 締 役

古 園 雅 彦 取締役営業統括部長

西 山 芳 久 取 締 役 (社外取締役)

逆瀬川 尚 文 取 締 役 (社外取締役)

山 縣 由美子 取 締 役 (社外取締役)

谷 口 幸 彦 常 勤 監 査 役

與 倉 昭 治 監 査 役 (社外監査役)

上 山 幸 正 監 査 役 (社外監査役)
弁護士法人かご
しま上山法律事
務所代表弁護士

上 野 総一郎 監 査 役 (社外監査役)
南国殖産株式会
社代表取締役社
長

南国殖産株式会社の代表取
締役社長であり、企業経営
者としての豊富な経験、幅
広い知見を有するものであ
ります。

注 1. 当行は、西山芳久氏、逆瀬川尚文氏、山縣由美子氏、與倉昭治氏、上山幸正氏を福岡証券取引所の定めに
基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

2. 2025年６月25日開催の第117期定時株主総会終結の時をもって、濵口直也氏ならびに永山在紀氏は監査
役を辞任いたしました。
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（2）会社役員に対する報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

2011年5月6日の取締役会におきまして役員報酬制度の見直しを行い、退職慰労金
制度の廃止、取締役及び監査役の報酬額の改定に関する議案を、2011年6月29日開
催の第103期定時株主総会で決議しております。その際に新役員報酬制度は、固定報
酬と業績連動報酬に区分し、役員賞与については支給しないこととしております。な
お、第103期定時株主総会終結時点の員数は取締役７名、監査役４名であります。ま
た、固定報酬の一定額以上について役員持株会への拠出を義務づけることにより、株
主との価値の連動を図る制度となっております。なお、購入した株式は役員退任時ま
で継続保有を義務付けることとしております。監査役については独立性・中立性を高
めるため業績連動報酬の対象とせず、持株会への拠出も義務付けてはおりません。
当行の取締役の報酬は、取締役にふさわしい人材の確保・維持並びに、企業価値向

上への貢献意欲や士気を高めるインセンティブとして有効に機能し、報酬の水準は、
役員の役割・責務・業績に報いるに相応しいものとすることを基本方針としています。

② 報酬等の種類別内容決定に関する事項
イ．基本報酬

当行の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役割や職責に応じて当行の業績
等を考慮しながら総合的に勘案して決定しております。

ロ．業績連動報酬
業績連動報酬は、業績向上への貢献意欲や士気を高めるインセンティブとして、業

績指数を反映した金銭報酬とし、各事業年度の当期純利益の目標値（特殊要因による
増加額は実質ベースに引き直して評価）に対する達成度合いに応じて算定された額を
業績連動報酬として毎年、一定の時期に支給することとしております。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容決定に関する事項
取締役の種類別の報酬割合については、役割・職責・業績等を総合的に勘案し、取

締役会にて種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別報酬などの内容を協議し決定
しております。なお、報酬の種類ごとの比率の目安は、固定報酬：業績連動報酬＝
0.8：0.2としております。（種類別報酬の合計を1とし、業績指標を100％達成した場合）
取締役の個別の報酬等の内容については、取締役会で決議された内容に基づき、当

行の収益状況や経済状況・経営環境等を総合的に勘案し決定しております。

④ 取締役の個人別の報酬等の内容が方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
上記に記載のとおり、個人別の報酬等の決定にあたっては、取締役会にて内容を協

議し決定していることから、個人別の報酬等の内容は方針に沿ったものであると判断
しております。
当事業年度における業績連動報酬に係る指標の目標及び実績は、下記のとおりであ

ります。
（単位：百万円）

目 標 実 績
親会社株主に帰属する当期純利益 1,200 2,800
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（単位：百万円）

区 分 支給人数 報酬等
報酬等の種類別の総額

基本報酬 業績連動報酬
取 締 役 10人 150 128 21
監 査 役 6人 28 28 ―

計 16人 178 156 21
注 1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

2. 取締役の報酬等には、取締役が使用人を兼ねる場合の使用人としての報酬12百万円は含まれておりませ
ん。

3. 株主総会で定められた役員に対する報酬限度額は、取締役について年額200百万円以内、監査役について
は年額45百万円以内であります。

4. 役員賞与は支給しておりません。
5. 2011年6月に役員退職慰労金制度を廃止しており、2011年7月以降の役員退職慰労引当金の繰入は行っ
ておりません。

6. 上記のほかに2025年6月に退任した監査役１名に対して役員退職慰労金(打ち切り支給分)を5百万円支給
しております。

（3）責任限定契約
当行と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第

423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役ともに同法第425

条第1項に定める最低責任限度額としております。

（4）補償契約
補償契約は締結しておりません。

（5）役員等賠償責任保険契約に関する事項
被保険者の範囲 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当行取締役ならびに監査役
・取締役及び監査役がその地位に基づいて行った行為に起因して
損害賠償請求された場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用の
補償

・尚、当該契約の保険料は全額当行が負担しています。
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３．社外役員に関する事項
（1）社外役員の兼職その他の状況

氏 名 兼 職 そ の 他 の 状 況
上野 総一郎 南国殖産株式会社は、当行と通常の銀行取引があります。

（2）社外役員の主な活動状況
氏 名 在任期間 取締役会等への出席状況 取締役会等における発言

そ の 他 の 活 動 状 況

西 山 芳 久 10年９カ月 当事業年度開催の取締役会
14回のうち13回出席

鹿児島県の要職を歴任さ
れ、退職後も鹿児島県代表
監査委員を務めるなどして
おり、その経験や見識等を
当行の経営に反映していた
だくことを期待する中、取
締役会等の場において、当
該視点から適宜必要な発言
をいただくなど、当行の社
外取締役として業務執行に
対する監督、助言等適切な
役割を果たしていただいて
おります。

逆瀬川 尚 文 ６年９カ月 当事業年度開催の取締役会
14回全てに出席

株式会社南日本新聞社の要
職を歴任され、経営者とし
ての豊富な経験と高い見識
を活かし、当行の経営に反
映していただくことを期待
する中、取締役会等の場に
おいて、当該視点から適宜
必要な発言をいただくな
ど、当行の社外取締役とし
て業務執行に対する監督、
助言等適切な役割を果たし
ていただいております。

山 縣 由美子 １年９カ月 当事業年度開催の取締役会
14回のうち12回出席

株式会社南日本放送のキャ
スターとして培われた経験
に加え、国立大学法人九州
大学の理事を務めるなど、
その豊富な経験や知見を活
かし、当行の経営に反映し
ていただくことを期待する
中、取締役会等の場におい
て、当該視点から適宜必要
な発言をいただくなど、当
行の社外取締役として業務
執行に対する監督、助言等
適切な役割を果たしていた
だいております。
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氏 名 在任期間 取締役会等への出席状況 取締役会等における発言
そ の 他 の 活 動 状 況

與 倉 昭 治 ３年９カ月
当事業年度開催の取締役会
14回全てに出席
当事業年度開催の監査役
会12回全てに出席

長年鹿児島大学教授として
勤務され、大学教授として
の経験と高い見識を活か
し、社外監査役として職務
を適切に遂行していただけ
ることを期待する中、当行
の取締役会や監査役会など
の場において、当該視点か
ら適宜必要な発言をいただ
くなど、当行の経営、職務
執行の監査・監督を適切に
行っていただいておりま
す。

上 山 幸 正 ２年９カ月
当事業年度開催の取締役会
14回全てに出席
当事業年度開催の監査役
会12回全てに出席

弁護士として企業法務に精
通しており、その専門的な
知識や経験等を活かし、社
外監査役として職務を適切
に遂行していただけること
を期待する中、当行の取締
役会や監査役会などの場に
おいて、当該視点から適宜
必要な発言をいただくな
ど、当行の経営、職務執行
の監査・監督を適切に行っ
ていただいております。

上 野 総一郎 ９カ月

社外監査役就任後開催の取
締役会11回のうち10回出
席
社外監査役就任後開催の
監査役会10回のうち９回
出席

南国殖産株式会社の代表取
締役社長であり、企業経営
者としての豊富な経験、幅
広い見識等を活かし、社外
監査役として職務を適切に
遂行していただくことを期
待する中、当行の取締役会
や監査役会などの場におい
て、当該視点から適宜必要
な発言をいただくなど、当
行の経営、職務執行の監
査・監督を適切に行ってい
ただいております。

（3）社外役員に対する報酬等 （単位：百万円）

支給人数 銀行から受けている報酬等 銀行の親会社等
からの報酬等

報酬等の合計 7人 22 ―
注 1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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４．当行の株式に関する事項
（1）株 式 数 発行可能株式総数

普通株式 32,000千株
Ｂ種優先株式 32,000千株

発行済株式の総数
普通株式 7,768千株

Ｂ種優先株式 850千株
注 1. 株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

2. 普通株式の株式数には自己株式（221,984株）を含んでおります。

（2）当年度末株主数 普通株式 6,373名
Ｂ種優先株式 33名

（3）大 株 主
① 普通株式

株 主 の 氏 名 又 は 名 称 当 行 へ の 出 資 状 況
持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
南 日 本 銀 行 行 員 持 株 会 1,079 14.29
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 280 3.72
株 式 会 社 福 岡 銀 行 280 3.72
一 般 財 団 法 人 岩 崎 育 英 文 化 財 団 259 3.44
西 日 本 信 用 保 証 株 式 会 社 217 2.87
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 173 2.29
長 野 健 一 164 2.18
株 式 会 社 宮 崎 太 陽 銀 行 150 1.99
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 137 1.82
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 136 1.81
注 1. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

2. 持株比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。
3. 普通株式の持株比率は、自己株式（221,984株）を控除して計算しております。

2026年05月22日 15時24分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



事業報告

― 29 ―

② Ｂ種優先株式

株 主 の 氏 名 又 は 名 称 当 行 へ の 出 資 状 況
持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 100 11.76
一 般 財 団 法 人 岩 崎 育 英 文 化 財 団 50 5.88
南 国 殖 産 株 式 会 社 50 5.88
株 式 会 社 宮 崎 太 陽 銀 行 40 4.70
奄 美 信 用 組 合 30 3.52
上 村 建 設 株 式 会 社 30 3.52
株 式 会 社 沖 縄 海 邦 銀 行 30 3.52
鹿 児 島 興 業 信 用 組 合 30 3.52
鹿 児 島 信 用 金 庫 30 3.52
鹿 児 島 相 互 信 用 金 庫 30 3.52
鹿 児 島 テ レ ビ 放 送 株 式 会 社 30 3.52
株 式 会 社 セ ル モ 30 3.52
株 式 会 社 Ｍ ｉ ｓ ｕ ｍ ｉ 30 3.52
株 式 会 社 南 日 本 新 聞 社 30 3.52
株 式 会 社 南 日 本 放 送 30 3.52
ユ ー ミ ー コ ー ポ レ ー シ ョ ン 株 式 会 社 30 3.52
株 式 会 社 ア リ マ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 20 2.35
鹿 児 島 綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社 20 2.35
株 式 会 社 鹿 児 島 讀 賣 テ レ ビ 20 2.35
株 式 会 社 霧 島 エ ッ グ 20 2.35
三 洋 工 機 株 式 会 社 20 2.35
大 政 建 設 株 式 会 社 20 2.35
テ ク ノ 冷 熱 株 式 会 社 20 2.35
有 限 会 社 フ レ ッ シ ュ ミ ネ サ キ 20 2.35
奄 美 大 島 信 用 金 庫 10 1.17
株 式 会 社 植 村 組 10 1.17
株 式 会 社 鹿 児 島 放 送 10 1.17
九 州 産 業 株 式 会 社 10 1.17
九 州 総 合 信 用 株 式 会 社 10 1.17
株 式 会 社 杉 本 建 設 10 1.17
南 九 イ リ ョ ー 株 式 会 社 10 1.17
南 国 交 通 株 式 会 社 10 1.17
株 式 会 社 Ｎ Ｅ Ｏ 10 1.17
注 持株比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。

（4）役員保有株式
該当事項はありません。

2026年05月22日 15時24分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



事業報告

― 30 ―

５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の状況

（単位：百万円）
氏 名 又 は 名 称 当該事業年度に係る報酬等 そ の 他

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員 宮田八郎
指定有限責任社員 中園龍也

41 （下記 注５．６．参照）

注 1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
2. 当行と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査の監査報酬の
額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額で記載しております。

3. 当行、子会社及び子法人等が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は41百万円で
あります。

4. 当行と会計監査人との間で、会社法第427条第1項に定める責任限定契約は締結しておりません。
5. 監査役会の同意理由

当行監査役会は、会計監査人からの報告の聴取等を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業
年度における職務執行状況や報酬見積りの算定根拠などを検討し、会計監査人の報酬等の額について同意
を行っております。

６．非監査業務
上記のほか、当行は、当行の会計監査人と同一のネットワークに属するEYストラテジー・アンド・コン

サルティング株式会社に対して、自己資本比率の算定に関するコンサルティング業務に係る報酬が７百万
円あります。

（2）会計監査人に関するその他の事項
会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その他必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任することといたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会
計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制
当行における「内部統制システム構築の基本方針」は、以下のとおりです。

「内部統制システム構築の基本方針」

当行は、会社法及び会社法施行規則等に基づき、以下のとおり、当行の業務の適正を確保
するための体制（以下、「内部統制」という。）を整備する。

1.取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（1）法令等の遵守をあらゆる企業活動の前提とし、代表取締役が繰り返し取締役及び使用人
に伝えることにより徹底する。

（2）コンプライアンス基準等を、取締役及び使用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行
動をとるための行動規範とする。

（3）コンプライアンス委員会において、コンプライアンスに関する事項を審議・決定する。
（4）事業年度ごとに取締役会において「コンプライアンス・プログラム」を策定し、実施状
況をフォロー点検することによりコンプライアンスを徹底する。

（5）コンプライアンス統括部を主担当部とし、本部各部及び営業店にコンプライアンス担当
者を配置して、コンプライアンスに関する情報を一元的に管理する。

（6）取締役及び使用人を対象としたコンプライアンス研修、全店統一勉強会等を実施する。
（7）事故防止のため職員の人事ローテーションや連続休暇制度を実施する。
（8）コンプライアンス基準に基づき、取締役及び使用人が法令上疑義のある行為等を直接情
報提供することについて、取締役及び使用人の全てに周知する。

（9）財務報告の適切性を確保するために、総合企画部リスク統括グループを主担当部署とし
て、必要な内部統制体制を構築する。

（10）社会秩序や健全な企業活動を脅かす反社会的勢力及び団体とは、銀行単体のみならず他
社との提携による金融サービスの提供などの取引を含めた一切の関係を遮断し、別途定め
る「反社会的勢力に対する基本方針」に基づき、反社会的勢力からの不当な要求に対して
は断固たる態度で対応する。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（1）取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づき文書又は電磁的媒体
（以下、「文書等」という。）に記録し保存する。

（2）取締役及び監査役は、文書管理規程により、常時これらの文書等を閲覧できるものとす
る。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（1）各種リスクの管理体制、リスク管理方針・計画、リスクの測定・評価・管理、報告、検
査及び問題点の是正等を定めたリスク管理基準に基づき、リスク管理体制を強固なものに
する。
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（2）各種リスクの管理担当部は、リスク管理の状況をリスクカテゴリーに応じてALM委員
会、もしくはリスク管理委員会へ報告し、これらの委員会において管理及び対策等を協
議・決定する。リスク管理の運営・統括は総合企画部が行う。

（3）内部監査部門は、内部監査計画に基づいて各部署のリスク管理の状況を監査し、その結
果を頭取、監査報告会（取締役及び部長、室長、監査役にて構成）に報告するとともに、
指摘された重要な事項については、取締役会に報告する。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（1）事務分掌・取締役会規程等に基づき、取締役の職務執行の効率化を図る。
（2）コンプライアンスに関する諸問題については、コンプライアンス委員会において審議し
たうえで、取締役会に付議する。

5.当行及び子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
（1）連結子会社等管理規程に基づき、子会社等の重要な業務の決定について当行が適切に管
理及び指導を行うことにより、職務の執行が効率的に行われることを確保するとともに、
業務の状況についても定期的に子会社等から報告を求める。

（2）子会社等のコンプライアンス体制、リスク管理体制及び情報管理体制については、総合
企画部が指導・監督し、当行及び子会社等から成る企業集団として業務の適正を確保す
る。

（3）内部監査部門は、子会社等の重要な業務運営の監査を実施し、その結果を頭取、監査報
告会（取締役及び部長、室長、監査役にて構成）に報告するとともに、指摘された重要な
事項については、取締役会に報告する。

6.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
（1）監査役の職務を補助すべき使用人については、監査役会と協議のうえ必要な人員を監査
役室に配置する。

（2）監査役室に所属する使用人は、他部署の役職員を兼務せず、監査役以外の者からの指揮
命令を受けない。

（3）監査役室に所属する使用人の人事異動及び考課等人事権に係る事項については、あらか
じめ監査役会の意見を聴取し、これを尊重する。

7.当行及び子会社等の役職員等が監査役に報告するための体制
（1）取締役は、当行及び子会社等の役職員の職務の執行に係る重大な法令・定款違反、不正
行為の事実又は当行に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、これを監
査役に報告する。

（2）職務の執行に関し重大な法令・定款違反、不正行為の事実又は当行に著しい損害を及ぼ
すおそれのある事実を発見した当行及び子会社等の役職員若しくはこれらの者から報告を
受けた者は、これを監査役に報告する。

（3）当該報告をした者に対し、当該報告を理由として不利な取扱いを行ってはならない。
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8.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（1）監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求
に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速
やかに当該費用又は債務を処理する。

（2）監査役は、取締役会、経営会議及びその他の重要な会議又は委員会等に出席することが
できるほか、主要な稟議書その他の業務執行に関する重要な書類を閲覧し、取締役又は職
員に対しその説明を求めることができる。

（3）代表取締役は、定期的に監査役と意見交換を行い、監査役の監査が実効的に行われるよ
う努めるものとする。

（上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
当行は、取締役会において決議された「内部統制システム構築の基本方針」に基づき業務

の適正を確保するための体制を整備し運用しております。
1.コンプライアンス

社内規程を整備し周知する他、各種会議や各種社内研修を通じ、役職員等に対してコン
プライアンスに関する教育を実施し、法令及び定款を遵守するための取組みを継続的に行
っております。
また、コンプライアンス違反等に関する通報及び相談の適正な処理の仕組みとして内部
通報制度「良心ホットライン」を社内や監査役室、外部の弁護士に設け、使用人に対する
周知を継続的に行っております。

2.リスクマネジメント
当行では、業務上不可避なリスクについて、想定される最大損失が経営基盤を脅かすこ
とのないようコントロールすることを目的としてリスク管理に関するさまざまな規程を整
備し、「ALM委員会」及び「リスク管理委員会」を中心とするリスク管理体制を確立して
おります。
また、危機管理にかかる諸規程・マニュアル類を整備、適宜見直しを行うとともに、事
業継続に重大な影響が生じるような事象を想定し、ＢＣＰ訓練の実施や安否確認ツールを
整備するなど、事業継続管理態勢の高度化を進めています。

3.財務報告に係る内部統制
当行は、財務報告の適切性を確保するための適切な管理態勢を構築・整備することを目
的とした「財務報告にかかる内部統制規程」に基づいて、内部統制評価を実施しておりま
す。

4.内部監査
当行の内部監査部門は、当行及び子会社等における内部管理態勢の適切性・有効性を検
証するとともに、問題点の発見・指摘にとどまらず、評価及び問題点の提言まで行うこと
としています。また、内部監査計画に基づき実施された内部監査結果については、原則と
して四半期毎に開催される監査報告会に報告するとともに、指摘された重要な事項につい
ては、取締役会に報告する体制としております。
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７．特定完全子会社に関する事項
・該当事項はありません。

８．親会社等との間の取引に関する事項
・該当事項はありません。

９．会計参与に関する事項
・該当事項はありません。

10．その他
・該当事項はありません。
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[連結計算書類]

第118期末（2026年３月31日現在）連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

現 金 預 け 金
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
リース債権及びリース投資資産
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

退職給付に係る資産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

150,372
388

86,552
615,689
1,750
1,566
11,271
2,060
8,245

0
965
653
590
62

1,267
957

3,960
△9,060

預 金
そ の 他 負 債
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾

807,134
8,033
19
620

1,157
3,960

負 債 の 部 合 計 820,925
（純 資 産 の 部）

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
退職給付に係る調整累計額
その他の包括利益累計額合計
非 支 配 株 主 持 分

13,351
5,191
23,029
△245
41,327
272

2,273
569

3,115
2

純 資 産 の 部 合 計 44,444
資 産 の 部 合 計 865,370 負債及び純資産の部合計 865,370
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第118期 (20252026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで) 連結損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 17,141
資 金 運 用 収 益 14,107
貸 出 金 利 息 12,068
有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,053
預 け 金 利 息 734
そ の 他 の 受 入 利 息 251

役 務 取 引 等 収 益 1,710
そ の 他 業 務 収 益 60
そ の 他 経 常 収 益 1,263
償 却 債 権 取 立 益 0
金 銭 の 信 託 運 用 益 0
そ の 他 の 経 常 収 益 1,262

経 常 費 用 14,218
資 金 調 達 費 用 1,788
預 金 利 息 1,738
そ の 他 の 支 払 利 息 50

役 務 取 引 等 費 用 1,800
そ の 他 業 務 費 用 121
営 業 経 費 9,698
そ の 他 経 常 費 用 808
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 432
そ の 他 の 経 常 費 用 376

経 常 利 益 2,922
特 別 利 益 147
固 定 資 産 処 分 益 0
移 転 補 償 金 146

特 別 損 失 24
固 定 資 産 処 分 損 2
減 損 損 失 21

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,045
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 358
法 人 税 等 調 整 額 △113
法 人 税 等 合 計 244
当 期 純 利 益 2,801
非支配株主に帰属する当期純利益 0
親会社株主に帰属する当期純利益 2,800
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第118期 (20252026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで) 連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当期首残高 13,351 5,191 20,648 △8 39,182
当期変動額
剰余金の配当 △420 △420
親会社株主に帰属
する当期純利益 2,800 2,800

自己株式の取得 △236 △236
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 − − 2,380 △236 2,144
当期末残高 13,351 5,191 23,029 △245 41,327

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

非支配株主
持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
土地再評価
差額金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 △671 2,273 △22 1,578 1 40,763
当期変動額
剰余金の配当 △420
親会社株主に帰属
する当期純利益 2,800

自己株式の取得 △236
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 944 − 592 1,536 0 1,537

当期変動額合計 944 − 592 1,536 0 3,681
当期末残高 272 2,273 569 3,115 2 44,444
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連結注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
連結計算書類の作成方針
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２

に基づいております。
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結される子会社及び子法人等 ２社

なんぎんリース株式会社
株式会社なんぎんキャピタル

(2) 非連結の子会社及び子法人等 １社
なんぎん地域未来応援ファンド投資事業有限責任組合
非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、
利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等から
みて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断
を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。
(2) 持分法適用の関連法人等 １社

南九州サービス株式会社
(3) 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 １社

なんぎん地域未来応援ファンド投資事業有限責任組合
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益
剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対
象から除いております。

(4) 持分法非適用の関連法人等
該当ありません。

3. 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
３月末日 ２社
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会計方針に関する事項
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま
す。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額

法）、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市
場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。
(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて

いる有価証券の評価は、時価法により行っております。
3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
4. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建
物附属設備を除く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ８年〜50年
その他 ５年〜30年

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基
づき、主として定率法により償却しております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に
基づいて償却しております。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額について
は、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも
のは零としております。

5. 貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。
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「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022年４月14日）に規定する正
常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又
は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸
倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、こ
れに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権に
ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する
債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
した残額を計上しております。
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者の

うち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ること
ができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割
引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）
により計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署

が資産査定を実施しております。
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等

を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

6. 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については給付算定式基準によっております。また、数理計算上の差異の費用処理方
法は次のとおりであります。

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年
数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理

7. 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に

備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しており
ます。

8．偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度の代位弁済に伴い発生する負担金等の

支払い等に備えるため、将来発生する損失額を見積り計上しております。
9．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しており
ます。
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10．重要な収益及び費用の計上基準
① 顧客との契約から生じる収益の計上基準

当行並びに連結される子会社及び子法人等の顧客との契約から生じる収益に関する主要
な事業における主な履行義務は、金融サービスに係る役務の提供であり、主に約束したサ
ービスが顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識しております。

② ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上方法
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

11．重要なヘッジ会計の方法
為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会
計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっ
ております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リス
クを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘ
ッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在
することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。
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重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、

翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりで
す。

1. 貸倒引当金
（1）当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金9,060百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法

貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項」「5．貸倒引当金の計上基準」に記載
しております。

②主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。

「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個
別に評価し、設定しております。

③翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌連結

会計年度に係る連結計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式又は出資金の総額（連結子会社及び連結子法人等の株式又は出資金を除く）
株式 18百万円
出資金 460百万円

2. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ
ります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息
の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私
募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」
中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されてい
る有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるもの
に限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 5,942百万円
危険債権額 17,554百万円
三月以上延滞債権額 −百万円
貸出条件緩和債権額 5,772百万円
合計額 29,270百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始
の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権
であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪

化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい

る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま
す。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しな
いものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

3. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下「業種別委員会
実務指針第24号」という。）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、
その額面金額は、1,344百万円であります。
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4. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 −百万円

担保資産に対応する債務
コールマネー及び売渡手形 −百万円

上記のほか、為替決済、日本銀行共通担保等の担保として、預け金７百万円、有価証券
25,693百万円を差し入れております。
また、その他資産には、敷金等63百万円が含まれております。
なお、手形の再割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理してお

りますが、これにより引き渡した商業手形はありません。
5. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、46,249
百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが44,964百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の
保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必
要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行
内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

6. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用
の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に
係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 1998年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に
定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格に奥行価格補正等の合理的な調
整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計
額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額3,218百万円

7. 有形固定資産の減価償却累計額 9,180百万円
8. 有形固定資産の圧縮記帳額 297百万円
9. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債
に対する保証債務の額は780百万円であります。
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（連結損益計算書関係）
1. 「その他の経常収益」には、株式等売却益1,160百万円を含んでおります。
2. 「その他の経常費用」には、株式等売却損137百万円を含んでおります。
3. 当連結会計年度において、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下
落した以下の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額21百万円を減
損損失として特別損失に計上しております。

（減損損失を認識した資産又は資産グループ及び種類毎の減損損失額）
鹿児島県内

用途 種類 減損損失
営業用店舗等 建物等 21百万円

合計 − 21百万円
（資産グループの概要及びグルーピングの方法）

営業用店舗等の営業用資産については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから、
原則として営業店単位で、遊休資産等については、各々が独立した資産としてグルーピング
しております。また、本部、コンピュータセンター、社宅、ＡＴＭコーナー等については独
立したキャッシュ・フローを生みださないことから共用資産としております。連結される子
会社及び子法人等については、個社ごとにグルーピングしております。

（回収可能価額）
減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であり、路線価、固定資産税評

価額等から処分費用見込額を控除して算定しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

当連結会計年
度期首株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度末株式数 摘要

発行済株式
普通株式 7,768 − − 7,768

Ｂ種優先株式 850 − − 850
合 計 8,618 − − 8,618

自己株式
普通株式 11 210 − 221 (注)1
合 計 11 210 − 221
（注）1.普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の取得及び自己株式立会外買付取引に

よるものであります。
2. 配当に関する事項

(1)当連結会計年度中の配当金支払額
（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 271百万円 35.00円 2025年３月31日 2025年６月26日

Ｂ種優先株式 148百万円 175.00円 2025年３月31日 2025年６月26日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末
日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 377百万円 利益剰余金 50.00円 2026年３月31日 2026年６月26日

Ｂ種優先株式 148百万円 利益剰余金 175.00円 2026年３月31日 2026年６月26日
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（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
当行グループは、貸出金を中心とした金融サービス事業を行っております。また、貸出金

以外に国債等の有価証券にて運用を行っております。これらの事業を行うため、預金を中心
とした資金の調達を行っております。
これらの業務を行うにあたり、このように主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債

を有しているため、金利変動による不利な影響が生じないように、当行では、資産及び負債
の総合管理（ＡＬＭ)を実施しております。
(2) 金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であ

り、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。
また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、純投資目的及び政策投資目的で保

有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、為替リス
ク、市場価格の変動リスクに晒されております。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当行グループは、「融資の基本姿勢（クレジットポリシー）」及び「信用リスク管理基準」

に従い、貸出金について、個別案件の与信審査を基本として、与信限度額、信用情報管理、
内部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営し
ております。これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経
営陣による「貸出合同審議会」、「融資取組方針検討会」を開催し、審議・報告を行っており
ます。さらに、これらの与信管理の状況については、定期的に監査部門がチェックしており
ます。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、市場営業部において、信用情報や時価の把握

を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
当行グループは、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。「ＡＬＭ運用基

準」において、リスク管理方法や手続き等の詳細を明記しており、取締役会において決定さ
れたＡＬＭに関する方針に基づき、ＡＬＭ委員会で実施状況の把握・確認、今後の対応等の
協議を行っております。
日常的にはリスク統括部門において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギ

ャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行っているほか、ＡＬＭ委員会に報告
しております。
(ⅱ)為替リスクの管理
当行グループは、為替の変動リスクに関して、外貨預金等の取引をまとめてポジション管

理し、為替リスクを回避するための持高操作を行っております。
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(ⅲ)価格変動リスクの管理
有価証券の保有については、取締役会の方針に基づき、取締役会の監督の下、「市場リス

ク管理基準」等に従い行われております。このうち、市場営業部では、有価証券の購入時の
事前審査、ポジション枠及びリスク限度枠等の限度額設定のほか、継続的なモニタリングを
通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
当行が保有している株式の多くは、業務・資本提携を含む事業推進目的で保有しているも

のであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしており、これらの情報はリス
ク統括部門を通じ、ＡＬＭ委員会に定期的に報告されております。
なお、当行のリスク統括部門において、バリュー・アット・リスク（ＶａＲ）を用いて金

融商品の市場リスク量が把握されるとともに、監査部門において規定の遵守状況等がチェッ
クされております。
(ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当行では、主要なリスク変数である金利リスク及び株価変動リスクの影響を受ける主たる

金融商品は、「貸出金」「有価証券」及び「銀行業における預金」です。当行では、これらの
金融資産及び金融負債について、「ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）」という手法を用
い、金利リスク、株価変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。
ＶａＲ算定に当たっては、金利変動が正規分布に従うと仮定する「分散共分散法」（保有

期間125営業日、信頼区間99％、観測期間５年）という手法により算定しており、2026年
３月31日現在で当行の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で8,190百万円です。
なお、当行では、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテストを実施し

ています。2025年度に関して実施したバックテストの結果、使用する計測モデルは十分な
精度により市場リスクを捕捉しているものと考えております。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リ

スク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリス
クは捕捉できない場合があります。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当行グループは、「流動性リスク管理基準」や「流動性リスクに関するコンティンジェン

シープラン」等において、資金繰り状況の区分とそれぞれの対応等を定め、これに基づき資
金繰り状況の把握・管理する体制としております。また、総合企画部において、月次で各グ
ループ会社の資金繰表等によりグループ全体の資金管理を行っているほか、ＡＬＭを通し
て、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整等によって、流
動性リスクを管理しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった

場合、当該価額が異なることもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

であります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません
（（注１）参照）。また、現金預け金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額
(1)金銭の信託 388 388 −
(2)有価証券

満期保有目的の債券 794 781 △13
その他有価証券 84,014 84,014 −

(3)貸出金 615,689
貸倒引当金（*１） △8,929

606,760 607,904 1,143
資産計 691,958 693,088 1,130

(1)預金 807,134 806,916 △217
負債計 807,134 806,916 △217

デリバティブ取引（*２）
ヘッジ会計が適用されていないもの − − −
ヘッジ会計が適用されているもの − − −

デリバティブ取引計 − − −
(*１) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
(*２) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味
の債務となる項目については、（ ）で表示しております。

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金
融商品の時価情報の「その他有価証券」には含めておりません。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（*１）（*２） 1,098
組合出資金（*３） 643
(*１) 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
(*２) 当連結会計年度において、非上場株式について減損処理は該当ありません。
(*３) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ
ん。
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格
により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2026年３月31日）
（単位：百万円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金銭の信託 − 388 − 388
有価証券
その他有価証券
国債 28,245 − − 28,245
地方債 − 27,943 − 27,943
社債 − 8,053 − 8,053
株式 8,677 − − 8,677
その他 7,006 4,087 − 11,094

デリバティブ取引 − − − −
資産計 43,930 40,473 − 84,403

デリバティブ取引 − − − −
負債計 − − − −
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2026年３月31日）
（単位：百万円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
満期保有目的の債券
社債 − 14 766 781

貸出金 − − 607,904 607,904
資産計 − 14 608,670 608,685

預金 − 806,916 − 806,916
負債計 − 806,916 − 806,916

(注１) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資 産
金銭の信託

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて
いる有価証券については、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関か
ら提示された価格によっており、構成物のレベルに基づき、レベル２の時価に分類してお
ります。

有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル

１の時価に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に

分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引価格
が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価
を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル２の時価に分
類しております。
自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の起

債を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が観測不
能であることからレベル３の時価に分類しております。

貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合

計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しておりま
す。このうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状
態が実行後大きく異なっていない場合は時価と帳簿価額が近似していることから、帳簿価
額を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッ

シュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見
積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額か
ら貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
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貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設け
ていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似し
ているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。
上記時価については、時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要である

ため、すべてレベル３の時価に分類しております。

負 債
預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ
ュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け
入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のもの
は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。上記
時価は、すべてレベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。

1. 売買目的有価証券（2026年３月31日現在）
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（百万円）

売買目的有価証券 −

2. 満期保有目的の債券（2026年３月31日現在）

種類 連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの

社 債 50 50 0
小 計 50 50 0

時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの

社 債 744 731 △13
小 計 744 731 △13

合計 794 781 △13

3. その他有価証券（2026年３月31日現在）

種類 連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 8,366 4,121 4,245
債 券 − − −
国 債 − − −
地方債 − − −
社 債 − − −
その他 2,576 2,052 523
小 計 10,942 6,173 4,769

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 310 355 △44
債 券 64,242 67,723 △3,480
国 債 28,245 29,424 △1,178
地方債 27,943 29,899 △1,955
社 債 8,053 8,399 △346

その他 8,518 9,503 △985
小 計 73,071 77,582 △4,510

合計 84,014 83,756 258
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4. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2025年４月１日 至 2026年３
月31日）
該当ありません。

5. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2025年４月１日 至 2026年３月31
日）

種類 売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 1,532 578 12
債券 − − −
その他 6,688 642 200

合計 8,220 1,220 213
6. 保有目的を変更した有価証券

該当ありません。
7. 減損処理を行った有価証券

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、
当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する
見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とす
るとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）して
おります。
当連結会計年度における減損処理額は、該当ありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおりであります。
(1)時価の下落率が50％以上の場合。
(2)時価の下落率が30％以上50％未満の場合、下記の①〜③の何れかに該当する場合は回
復可能性があると認められないと判断し、減損処理を行う。
① 株式の時価が過去２年間にわたり、30％以上下落した状態にある場合。
② 株式の発行会社が債務超過の状態にある場合。
③ 株式の発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も連続して損失を計上すると

予想される場合。
(3)時価の下落率が30％未満の場合には、著しく下落には該当せず、減損処理は行わない。

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（2026年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

当連結会計年度の損益に含ま
れた評価差額（百万円）

運用目的の金銭の信託 388 −

2. 満期保有目的の金銭の信託（2026年３月31日現在）
該当ありません。
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3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2026年３月31日現在）
該当ありません。

（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
区分 当連結会計年度

役務取引等収益 1,710
預金・貸出業務 753
為替業務 516
証券関連業務 95
代理業務 251
保護預り・貸金庫業務 5
保証業務 17
その他 68

顧客との契約から生じる経常収益 1,710
上記以外の経常収益 15,430
経常収益 17,141

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 4,742円89銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 344円05銭
潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額 199円33銭
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[計算書類]
第118期末（2026年３月31日現在）貸借対照表

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
現 金 預 け 金
現 金
預 け 金

金 銭 の 信 託
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

150,372
11,908
138,464

388
86,577
28,245
27,943
8,848
9,806
11,733
615,889
1,344
18,240
531,846
64,458
1,014
105
608
300

11,304
2,060
8,245
79
918
652
590
62
545

1,216
3,960

△8,967

預 金 807,291
当 座 預 金 13,579
普 通 預 金 422,916
貯 蓄 預 金 2,165
通 知 預 金 1,378
定 期 預 金 357,924
定 期 積 金 7,343
そ の 他 の 預 金 1,983

そ の 他 負 債 6,085
未 決 済 為 替 借 160
未 払 法 人 税 等 93
未 払 費 用 910
前 受 収 益 506
給 付 補 填 備 金 5
リ ー ス 債 務 79
資 産 除 去 債 務 19
そ の 他 の 負 債 4,309

退 職 給 付 引 当 金 107
睡眠預金払戻損失引当金 19
偶 発 損 失 引 当 金 620
再評価に係る繰延税金負債 1,157
支 払 承 諾 3,960
負 債 の 部 合 計 819,242
（純 資 産 の 部）
資 本 金 13,351
資 本 剰 余 金 5,204
資 本 準 備 金 4,250
そ の 他 資 本 剰 余 金 954

利 益 剰 余 金 22,857
利 益 準 備 金 1,649
そ の 他 利 益 剰 余 金 21,208
繰 越 利 益 剰 余 金 21,208

自 己 株 式 △245
株 主 資 本 合 計 41,168
その他有価証券評価差額金 272
土 地 再 評 価 差 額 金 2,273
評価・換算差額等合計 2,546
純 資 産 の 部 合 計 43,714

資 産 の 部 合 計 862,956 負債及び純資産の部合計 862,956
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第118期 (20252026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで) 損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 16,878
資 金 運 用 収 益 13,859
貸 出 金 利 息 12,072
有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,053
預 け 金 利 息 734
そ の 他 の 受 入 利 息 0

役 務 取 引 等 収 益 1,699
受 入 為 替 手 数 料 516
そ の 他 の 役 務 収 益 1,182

そ の 他 業 務 収 益 60
国 債 等 債 券 売 却 益 60

そ の 他 経 常 収 益 1,259
償 却 債 権 取 立 益 0
株 式 等 売 却 益 1,160
金 銭 の 信 託 運 用 益 0
そ の 他 の 経 常 収 益 97

経 常 費 用 13,988
資 金 調 達 費 用 1,738
預 金 利 息 1,738

役 務 取 引 等 費 用 1,800
支 払 為 替 手 数 料 48
そ の 他 の 役 務 費 用 1,752

そ の 他 業 務 費 用 121
外 国 為 替 売 買 損 8
国 債 等 債 券 売 却 損 112

営 業 経 費 9,509
そ の 他 経 常 費 用 816
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 445
株 式 等 売 却 損 137
そ の 他 の 経 常 費 用 234

経 常 利 益 2,890
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（単位：百万円）
科 目 金 額

特 別 利 益 147
固 定 資 産 処 分 益 0
移 転 補 償 金 146

特 別 損 失 23
固 定 資 産 処 分 損 2
減 損 損 失 21

税 引 前 当 期 純 利 益 3,013
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 356
法 人 税 等 調 整 額 △113
法 人 税 等 合 計 243
当 期 純 利 益 2,770
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第118期 (20252026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで) 株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当期首残高 13,351 4,250 954 5,204
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
利益準備金の積立
自己株式の取得
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 − − − −
当期末残高 13,351 4,250 954 5,204

（単位：百万円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株主資本合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,565 18,941 20,507 △8 39,054
当期変動額
剰余金の配当 △420 △420 △420
当期純利益 2,770 2,770 2,770
利益準備金の積立 84 △84 − −
自己株式の取得 △236 △236
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 84 2,266 2,350 △236 2,113
当期末残高 1,649 21,208 22,857 △245 41,168
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（単位：百万円）
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算

差額等合計

当期首残高 △672 2,273 1,601 40,656

当期変動額

剰余金の配当 △420

当期純利益 2,770

利益準備金の積立 −

自己株式の取得 △236

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 944 − 944 944

当期変動額合計 944 − 944 3,058

当期末残高 272 2,273 2,546 43,714
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個別注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
重要な会計方針
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っており
ます。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1） 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額

法）、子会社及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券に
ついては時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等につ
いては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差
額については、全部純資産直入法により処理しております。

（2） 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用され
ている有価証券の評価は、時価法により行っております。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法
（1） 有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設
備を除く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については
定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ８年〜50年
その他 ５年〜30年

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
（3） リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、
リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額について
は、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも
のは零としております。

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
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6. 引当金の計上基準
（1） 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務
指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022年４月14日）に規
定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の
予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年
間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基
づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸
念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先
債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務

者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見
積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約
定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシ
ュ・フロー見積法）により計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定

部署が資産査定を実施しております。
（2） 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務
の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のと
おりであります。
数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事
業年度から費用処理

（3） 睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請

求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上
しております。

（4） 偶発損失引当金
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度の代位弁済に伴い発生する負担金

等の支払い等に備えるため、将来発生する損失額を見積り計上しております。
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7. 収益及び費用の計上基準
顧客との契約から生じる収益の計上基準
当行の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、金融サ
ービスに係る役務の提供であり、主に約束したサービスが顧客に移転した時点で、当該サ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

8. ヘッジ会計の方法
為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっており
ます。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減
殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ
とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。

9. 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。
10. 消費税等の会計処理

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。
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重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業
年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

1. 貸倒引当金
（1）当事業年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金8,967百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法

貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「6．引当金の計上基準」に記載しておりま
す。

②主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。

「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個
別に評価し、設定しております。

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業

年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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注記事項
（貸借対照表関係）
1. 関係会社の株式又は出資金の総額
株式 50百万円
出資金 455百万円

2. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ
ります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支
払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募
（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中
の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている
有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに
限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 5,942百万円
危険債権額 17,554百万円
三月以上延滞債権額 −百万円
貸出条件緩和債権額 5,772百万円
合計額 29,270百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始
の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権
であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪

化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい

る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま
す。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しな
いものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

3. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下「業種別委員会
実務指針第24号」という。）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、
その額面金額は、1,344百万円であります。
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4. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 −百万円

担保資産に対応する債務
コールマネー −百万円

上記のほか、為替決済、日本銀行共通担保等の担保として、預け金７百万円、有価証券
25,693百万円を差し入れております。
また、その他資産には敷金等60百万円が含まれております。
なお、手形の再割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理してお

りますが、これにより引き渡した商業手形はありません。
5. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、46,399百
万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが45,114百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴
求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

6. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰
延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として
純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 1998年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に
定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格に奥行価格補正等の合理的な調
整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額3,218百万円

7. 有形固定資産の減価償却累計額 9,175百万円
8. 有形固定資産の圧縮記帳額 297百万円
9. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債
に対する当行の保証債務の額は780百万円であります。

10. 関係会社に対する金銭債権総額 200百万円
11. 関係会社に対する金銭債務総額 255百万円
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12. 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。
剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規

定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を
資本準備金又は利益準備金として計上しております。
当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、84百万円であります。

（損益計算書関係）
1. 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 3百万円
役務取引等に係る収益総額 0百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 1百万円
その他の取引に係る収益総額 −百万円

関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 0百万円
役務取引等に係る費用総額 −百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 100百万円
その他の取引に係る費用総額 −百万円

2. 当事業年度において、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落した
以下の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額21百万円を減損損失
として特別損失に計上しております。

（減損損失を認識した資産又は資産グループ及び種類毎の減損損失額）
鹿児島県内

用途 種類 減損損失
営業用店舗等 建物等 21百万円

合計 − 21百万円
（資産グループの概要及びグルーピングの方法）

営業用店舗等の営業用資産については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから、
原則として営業店単位で、遊休資産等については、各々が独立した資産としてグルーピング
しております。また、本部、コンピュータセンター、社宅、ＡＴＭコーナー等については独
立したキャッシュ・フローを生みださないことから共用資産としております。

（回収可能価額）
減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であり、路線価、固定資産税評

価額等から処分費用見込額を控除して算定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株)
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数 摘 要

自己株式
普通株式 11 210 − 221 （注）1,
合 計 11 210 − 221

（注）1.普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の取得及び自己株式立会外買付取引に
よるものであります。

（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」

が含まれております。
1. 売買目的有価証券（2026年３月31日現在）

当事業年度の損益に含まれた評価差額(百万円)
売買目的有価証券 −

2. 満期保有目的の債券 (2026年３月31日現在)

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

社 債 50 50 0
小 計 50 50 0

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

社 債 744 731 △13
小 計 744 731 △13

合 計 794 781 △13

3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2026年３月31日現在）
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社・子法人等株式 − − −
関連法人等株式 − − −
合計 − − −

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額
貸借対照表計上額（百万円）

子会社・子法人等株式及び出資金 500
関連法人等株式 5
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4. その他有価証券（2026年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株 式 8,364 4,119 4,245
債 券 − − −
国 債 − − −
地方債 − − −
社 債 − − −

その他 2,576 2,052 523
小 計 10,941 6,172 4,768

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株 式 310 355 △44
債 券 64,242 67,723 △3,480
国 債 28,245 29,424 △1,178
地方債 27,943 29,899 △1,955
社 債 8,053 8,399 △346

その他 8,518 9,503 △985
小 計 73,071 77,582 △4,510

合計 84,012 83,754 258
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 1,080
組合出資金 183
組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ
ん。

5. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2025年４月１日 至 2026年３月31
日）
該当ありません。

6. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
種類 売却額

（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 1,532 578 12
債券 − − −
その他 6,688 642 200

合 計 8,220 1,220 213
7. 保有目的を変更した有価証券

該当ありません。
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8. 減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、

当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する
見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とすると
ともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しておりま
す。
当事業年度における減損処理額は、該当ありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおりであります。

（1） 時価の下落率が50％以上の場合。
（2） 時価の下落率が30％以上50％未満の場合、下記の①〜③の何れかに該当する場合は回復

可能性があると認められないと判断し、減損処理を行う。
① 株式の時価が過去２年間にわたり、30％以上下落した状態にある場合。
② 株式の発行会社が債務超過の状態にある場合。
③ 株式の発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も連続して損失を計上すると予
想される場合。

（3） 時価の下落率が30％未満の場合には、著しく下落には該当せず、減損処理は行わない。

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（2026年３月31日現在）

貸借対照表計上額
（百万円）

当事業年度の損益に含まれた
評価差額（百万円）

運用目的の金銭の信託 388 −

2. 満期保有目的の金銭の信託（2026年３月31日現在）
該当ありません。

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2026年３月31日現在）
該当ありません。
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであり

ます。
繰延税金資産
貸倒引当金 2,498百万円
退職給付引当金 256
有価証券償却 101
その他有価証券評価差額金 14
その他 479

繰延税金資産小計 3,349
評価性引当額 △1,428
繰延税金資産合計 1,921
繰延税金負債
前払年金費用 170
その他 533

繰延税金負債合計 704
繰延税金資産の純額 1,216百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 4,646円39銭
１株当たりの当期純利益金額 340円10銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 197円16銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月８日

株式会社 南 日 本 銀 行
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 宮 田 八 郎
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 中 園 龍 也

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社南日本銀行の2025年４月１日から2026年

３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社南日本銀行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含
む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する
指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月８日

株式会社 南 日 本 銀 行
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 宮 田 八 郎
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 中 園 龍 也

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社南日本銀行の2025年４月１日から

2026年３月31日までの第11８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含
む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第118期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員
の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本部及
び営業店において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制
の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

2026年５月1１日
株式会社 南日本銀行 監査役会
常勤監査役 谷 口 幸 彦 ㊞
社外監査役 與 倉 昭 治 ㊞
社外監査役 上 山 幸 正 ㊞
社外監査役 上 野 総 一 郎 ㊞

以 上
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